
 

193 

 

自立的都市経営の推進 

  



自立的都市経営の推進 

194 

２８８ 公共施設再生推進事業 

担当部課 政策経営部 資産管理課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 

人口減少社会の下で、将来世代に負担を先送りすることなく、時代の変

化に適合した、公共サービスを継続的に提供するための公共施設を適

正に維持していく。 

令和７年度 

までの目標 

令和２年度からの第２次公共建築物再生計画の適切な進行管理および

令和８年度からの第３次公共建築物再生計画を策定する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・令和２年度からの第２次公共建築物再生計画の適

切な進行管理 

114 千円 

令和６年度 209 千円 

令和７年度 

・令和２年度からの第２次公共建築物再生計画の適

切な進行管理及び令和８年度からの第３次公共建

築物再生計画の策定 

209 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２８９ 職員研修事業 

担当部課 総務部 人事課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
習志野市職員の人材育成基本方針に基づいて、自己啓発・職場研修・

職場外研修・派遣研修の４つを柱に、職員の能力開発を行う。 

令和７年度 

までの目標 

職員の意欲と能力を高める各種研修を継続的に実施していく。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 
・階層別研修、特別研修の実施 

・自治大学校、千葉県自治研修センター等への派遣 

11,681 千円 

令和６年度 11,681 千円 

令和７年度 11,681 千円 

SDGs 

主な目標 
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２９０ チャレンジドオフィスならしの事業 

担当部課 総務部 人事課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 

一般企業で就労する意欲はあるが、なかなか就労に結びつかない障が

い者を雇用し、職務経験を積ませることで一般就労を目指す。なお、ここ

で雇用される障がい者は、市の法定雇用率の対象となる。 

令和７年度 

までの目標 

障がい者の継続雇用と一般企業への就労を行っていく。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 
・障がい者雇用と一般企業就労支援の実施 

・法定雇用率の達成、維持 

10 千円 

令和６年度 10 千円 

令和７年度 10 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２９１ 
住民情報オンライン処理事業 

（住民情報システムの見直し） 

担当部課 総務部 情報政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
住民情報システムについて、国が定める標準化・共通化に適用させ、ガ

バメントクラウドへの移行を行う。 

令和７年度 

までの目標 

業務ごとのガバメントクラウドへの移行を遅延なく行う。また標準化・共通

化に伴い、作業手順の変更が生じた場合でも業務に支障が出ないよう

調整する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 導入準備（2 業務導入） 30,800 千円 

令和６年度 第一グループの 8 業務について導入 70,533 千円 

令和７年度 第二グループの 10 業務について導入 88,167 千円 

SDGs 

主な目標 
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２９２ 情報通信基盤整備事業(ICT の活用) 

担当部課 総務部 情報政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 全庁向けに統合型 GIS システムを導入し運用をする。 

令和７年度 

までの目標 

システムの利活用を庁内全体で推進し職員の業務効率化、蓄積したデ

ータをオープン化することで市民サービスの向上を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・導入に向けた検討 0 千円 

令和６年度 ・導入準備及び運用開始 18,084 千円 

令和７年度 
・機能を最大限に活用できるよう使用課のフォローアッ

プ 
3,454 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２９３ 経営改革推進事業 

担当部課 政策経営部 財政課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
第二次経営改革大綱の取組において、経営的視点からの行財政改革

の実行による持続可能なまちづくりにより、自立的都市経営を推進する。 

令和７年度 

までの目標 

第二次経営改革大綱の推進（令和２年度～令和７年度） 

・経営資源の有効活用による最適な行政サービスの提供 

・持続可能な財政構造の構築 

・協働型社会の構築による自治体経営の推進 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・第二次経営改革大綱の取組項目の適正管理及び

取組項目の追加 

70 千円 

令和６年度 70 千円 

令和７年度 

・第二次経営改革大綱の取組項目の適正管理及び

取組項目の追加 

・次期大綱の策定作業 

70 千円 

SDGs 

主な目標 
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２９４ 
財政課事務費 

(ふるさと納税対策) 

担当部課 政策経営部 財政課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
市外から本市へふるさと納税による寄附をしていただいた個人の方へ、

本市の特産品や体験型サービス等返礼品を用意する。 

令和７年度 

までの目標 

市外からの寄附額の向上を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 
・本市の特産品やサービス等の返礼品の用意による、

歳入確保の強化 

14,377 千円 

令和６年度 14,377 千円 

令和７年度 14,377 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２９５ 徴収事務費 

担当部課 協働経済部 税制課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 市税の徴収、滞納整理等に要する事務経費を計上する。 

令和７年度 

までの目標 

市税の納付管理、督促、催告、滞納処分等を実施し、歳入の根幹となる

市税を安定的かつ確実に確保する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・市税の徴収業務 

・電算処理委託等収納消込に関する事業 

・滞納整理等に係る督催告や徴収に関する事業 

79,948 千円 

令和６年度 79,948 千円 

令和７年度 79,948 千円 

SDGs 

主な目標 
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２９６ 債権管理事務費 

担当部課 協働経済部 債権管理課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
各債権所管課より徴収権限が移管された市税・保険料・負担金・使用

料等の強制徴収公債権および非強制徴収債権の適正管理を行う。 

令和７年度 

までの目標 

市民負担の公平性を図るため、徴収移管されたすべての市の債権に対

し「滞納の解消」と「新規滞納の未然防止」を基本とした滞納整理を行

うとともに、収入未済額の縮減に向けた全庁的な取り組みを推進する。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・公売および効果的な徴収事務の実施 

・徴収を担当する所属長、職員を対象とした講習会等

の開催 

・徴収担当課所管の困難事案に対する助言・指導等 

・弁護士の活用 

6,390 千円 

令和６年度 6,390 千円 

令和７年度 6,390 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２９７ 市民協働推進事業 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
市民活動団体、活動に携わりたい市民を育成・支援するとともに、多様

な主体が公共の担い手となる協働を推進する。 

令和７年度 

までの目標 

市民が市民活動に参加しやすい環境の整備、市民協働の担い手となる

人材の育成を行う。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・市民協働推進委員会の開催 

・市民協働インフォメーションルームの運営 

・市民活動団体などに向けた研修の実施 

・ボランティア補償制度の実施 

・まちづくり参画証の発行 

2,265 千円 

令和６年度 2,265 千円 

令和７年度 2,265 千円 

SDGs 

主な目標 
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２９８ 市民活動団体等支援事業 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
市内で公益的な活動を行う市民活動団体等への事業補助や事業委託

を実施することにより、市民活動団体等の基盤強化を図る。 

令和７年度 

までの目標 

市民協働の担い手となる市民活動団体等の基盤強化を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・市民参加型補助金 

・市民協働型委託事業 

・まちづくり応援事業提案制度 

3,247 千円 

令和６年度 3,247 千円 

令和７年度 3,247 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

２９９ 自治振興施設運営費 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
谷津コミュニティセンター、東習志野コミュニティセンター、市民プラザ大

久保、実籾コミュニティホールの自治振興施設の管理運営を行う。 

令和７年度 

までの目標 

地域住民とのふれあいとコミュニティ活動推進を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 

・自治振興施設の管理運営 

151,450 千円 

令和６年度 101,232 千円 

令和７年度 101,232 千円 

SDGs 

主な目標 
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３００ 自治振興事業 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
地域コミュニティ活動への推進と充実を図るため、自治功労者の顕彰、

市政懇談会の開催、連合町会の補助など地域活動の支援を行う。 

令和７年度 

までの目標 

地域コミュニティ活動への支援を通して、自ら地域を自らの手で創造す

るという自治意識の醸成および市民生活の向上を図る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 ・自治功労者の顕彰および市政懇談会の実施、住民

自治組織に対する支援と補助 

・地域担当市政職員及びまちづくり会議に対する支援

と補助 

10,174 千円 

令和６年度 10,174 千円 

令和７年度 10,174 千円 

SDGs 

主な目標 

 

 

３０１ 地域集会所整備事業 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 町会等が実施する集会所整備に補助金を交付する。 

令和７年度 

までの目標 

地域活動の拠点となる集会所の整備を行い、地域の自治活動やサーク

ル活動の活発化を図り、住民同士のコミュニケーションを深める。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 

・要望に応じた補助金の交付 

5,340 千円 

令和６年度 25,500 千円 

令和７年度 2,000 千円 

SDGs 

主な目標 
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３０２ 広報掲示板等整備事業 

担当部課 協働経済部 協働政策課 

施策体系番号 自立的都市経営の推進 最終計画年度 継続 

事業概要 
市の行事案内、町会活動等を広く市民に情報伝達するため、町会等の

要望をもとに広報掲示等を整備する。 

令和７年度 

までの目標 

町会等の要望をもとに広報掲示板等を整備し、まちづくりの基盤を整え

る。 

主な実施予定内容 予定事業費 

令和５年度 

・要望や設置状況に応じた広報掲示板の整備 

1,022 千円 

令和６年度 1,022 千円 

令和７年度 1,022 千円 

SDGs 

主な目標 
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公共施設の再生 

事業概要 

本市の将来のまちづくりにとって大きな課題である、公共施設の老朽化対

策について、以下の３点を目的に取り組みます。 

・時代の変化に対応した公共サービスを継続的に提供すること 

・人口減少社会の中で持続可能な都市経営を実現すること 

・将来世代に負担を先送りしないこと 

本計画期間においては、詳細な手法の検討を行い、確実な事業の実現を

目指します。 

施設ごとの事業概要 

施設名称 担当部課 最終計画年度 年度 予定事業費 

習志野文化ホ

ール 

政策経営部 

総合政策課 
継続 

令和５年度 0 千円 

令和６年度 14,400 千円 

令和７年度 14,400 千円 

JR 津田沼駅北

口自転車等駐

車場 

協働経済部 

防犯安全課 
継続 

令和５年度 2,305 千円 

令和６年度 2,305 千円 

令和７年度 2,305 千円 

東部保健福祉

センター旧花の

実園分場 

健康福祉部 

高齢者支援課 
令和 8 年度 

令和５年度 ― 

令和６年度 5,277 千円 

令和７年度 32,980 千円 

市営住宅 
都市環境部 

住宅課 
継続 

令和５年度 72,446 千円 

令和６年度 100,000 千円 

令和７年度 122,264 千円 

（仮称） 

向山こども園 

こども部 

こども政策課 
令和５年度 

令和５年度 1,222,593 千円 

令和６年度 ― 

令和７年度 ― 

（仮称） 

藤崎こども園 

こども部 

こども政策課 
令和６年度 

令和５年度 241,159 千円 

令和６年度 1,388,953 千円 

令和７年度 ― 

小学校 
学校教育部 

教育総務課 
継続 

令和５年度 2,920,265 千円 

令和６年度 3,781,071 千円 

令和７年度 1,912,096 千円 

中学校 
学校教育部 

教育総務課 
継続 

令和５年度 1,900,571 千円 

令和６年度 4,053,453 千円 

令和７年度 695,541 千円 

富士吉田青年

の家 

生涯学習部 

富士吉田青年

の家 

令和 8 年度 

令和５年度 12,879 千円 

令和６年度 13,894 千円 

令和７年度 152,240 千円 
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消防庁舎 

消防本部 

消防総務課・ 

政策経営部 

資産管理課 

令和５年度 

令和５年度 400,639 千円 

令和６年度 ― 

令和７年度 ― 

秋津出張所 
消防本部 

消防総務課 
継続 

令和５年度 0 千円 

令和６年度 0 千円 

令和７年度 0 千円 
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